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１．研究の背景と目的 

 人口減少時代の我が国では、開発圧力の低下や市町村合

併を契機として都市計画区域を廃止する区域も出現してい

る1)。ただし、それらの区域では、都市計画区域廃止後の

土地利用規制が十分に担保されているとは言えない状況で

あることが報告されており、コンパクトシティの実現に逆

行する懸念がある。 

国はコンパクトシティの形成を推進しており、自治体中

心部へ機能集積を促すためにはそれを実現していくための

土地利用管理が必要である。しかしながら、都市計画区域

に指定されていない区域では、都市的土地利用を管理する

ための土地利用規制手法は限られる。人口減少時代の町村

では、新たな土地利用管理手法導入を目指して都市計画区

域を新規指定することは、一部の大都市圏を除いては難し

い。また、農政部門の土地利用管理手法などを駆使して都

市的土地利用を管理していくとするならば、基礎自治体の

まちづくりの方針を非常にきめ細やかに策定することが求

められる。 

これまで、町村に指定された都市計画区域のうち、中心

部の人口集中地区(ＤＩＤ)が消滅した事例を検証し、都市

計画区域指定に係る定量的要件の廃止と都市計画区域廃止

に係る定量的要件の創設などを提案した研究2)や市町村合

併を契機とした都市計画区域再編に伴って線引きを廃止し

た区域のその後の土地利用規制方針などを検証した研究3)、

線引き廃止が都市計画区域内の開発に与える影響を現在の

開発状況などから検証した研究4)などの蓄積がある。 

 町村に指定された都市計画区域は、その指定要件が都市

計画法施行令第二条第一項第一号もしくは第三号に基づい

ていた場合、今後自治体人口が減少していくことで都市計

画区域の廃止や縮小を指定権者(＝都道府県)が検討する状

況を招く可能性がある。本研究では、そのような廃止が検

討される可能性の高い都市計画区域(以下、廃止可能性都

計区域(1))の土地利用規制状況や土地利用現況、開発動向

などの現状を分析するとともに、廃止可能性都計区域を有

する自治体の都市計画区域を活用した今後のまちづくりの

方針などを明らかにし、町村での都市的土地利用の管理を

都市計画法のみで担保することが限界を迎えていることを

提示する。 

 

２．町村の都市計画区域の縮小・廃止検討実態 

2-1 町村に指定されている都市計画区域の全容 

まず、平成25年度都市計画年報を用いて、都市計画区域

内人口が１万人未満の282区域を抽出し、町村に指定され

ている都市計画区域の全体像を探るため、都市計画区域の

指定権者である都道府県に対してアンケート調査(2)を実施
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した(図１)。アンケート調査の対象である都市計画区域は、

指定形態を基に分類すると広域都市計画区域(広域地域)96

と単独の町村に指定されている都市計画区域(単独地

域)186に分けられる。さらに、広域地域と単独地域それぞ

れを区域内人口が３千人未満の区域と３千人以上１万人未

満の区域に分類(3)した。 

その結果、区域内人口が３千人以上１万人未満の都市計

画区域では、単独地域の場合が全体の約６割(162/282)で

最も多く、広域地域が約３割(84/282)であった。一方で、

区域内人口が３千人未満の都市計画区域は、単独地域が１

割弱(24/282)、広域地域は４％程度(12/282)と全体から見

れば少数であった。 

ただし、人口減少・少子高齢化が進展している我が国で

は、着実に都市計画区域内の人口も減少していくことが予

見でき、その意味でも町村に指定されている都市計画区域

への対応が今後必要になってくるといえる。 

2-2 都市計画区域の指定要件 

 町村に指定されている都市計画区域の都市計画法施行令

第二条第一項に基づく指定要件をみると、第二号(「当該

町村の発展の動向、人口及び産業の将来の見通しなどから

みて、おおむね十年以内に前号に該当することとなると認

められること」)に基づいて指定されている区域が62区域

で最多であった(図２)。次いで、第一号に基づく52区域が

多く、第三号に基づく43区域と続いた。多くの町村で、人

口増加を背景として区域を指定していた実態が明らかにな

った。 

 一方で、第四号(「温泉その他の観光資源があることに

より多数人が集中するため、特に、良好な都市環境の形成

を図る必要があること」)に基づく14区域や第五号(「火災、

震災その他の災害により当該町村の市街地を形成している

区域内の相当数の建築物が滅失した場合において、当該町

村の市街地の健全な復興を図る必要があること」)に基づ

く５区域は全体に占める割合は小さかった。これらの都市

計画区域は、観光資源の存在や災害復興の推進など、第一

号から第三号までとは指定目的が異なることに加え、指定

実績も少なく本研究の主たる対象からははずれる。 

 また、大都市圏法に基づいて指定(4)された区域は、30あ

った。この30都市計画区域は、法令で指定が義務付けられ

ており、区域内人口が減少したとしても区域が廃止される

可能性は極めて低い。 

加えて、旧都市計画法に基づ

いて指定された区域は、51あっ

た。この51都市計画区域は、現

行法に基づいた区域指定ではな

く、旧法時代に指定された区域

を新法施行時にそのまま引き継

いだ形のものである。そのため、

都市計画区域指定されているこ

とが何らかの支障になるといっ

た特段の事情がない限りは、廃

止される可能性は高くないと考えられる。その他の理由を

回答した37区域は、不明との回答や未記入の回答が大半で

あった。 

2-3 都市計画区域の縮小・廃止の状況 

 これまでの区域縮小・廃止の状況と現在の検討状況を把

握すると、７区域で区域縮小が実施されていたことが明ら

かになった(表１)。ただ、いずれの区域縮小も昭和期であ

り、平成に入ってからはなかった。また、現在区域縮小を

検討していると回答した自治体もなかった。区域縮小理由

をみると、人口減少や都市的土地利用の見込みが無いこと

などが理由に挙げられており、当初指定した区域ほど都市

化が進行しなかったことで区域縮小している場合が多かっ

たといえる。 

 さらに、三重県南伊勢町の南勢都市計画区域では廃止を

検討中との回答を得た。区域廃止を検討している区域は、

南勢都市計画区域のみであった。加えて、アンケート調査

時点で既に１区域が廃止済みであった(5)。 

 なお、過去に区域縮小・廃止を検討したが、実際には区

域縮小・廃止を見送ったとの回答はなかった。 

2-4 今後の縮小・廃止検討意向 

 これまでに、区域縮小・廃止を検討した実績がまったく

ないと回答した都道府県(6)に、今後の検討可能性を問うと、

縮小と廃止のどちらの回答も「市町村の要望に応じて検討

する」という自治体が多く、区域縮小では18自治体、区域

廃止では13自治体が選択した(図３)。また、「今後の検討

可能性が現時点ではない」という自治体も同程度あり、区

域縮小では15自治体、区域廃止は22自治体が選択した。 

 以上より、検討可能性がある自治体と現時点ではない自

治体が同程度存在しており、現段階では区域縮小や廃止が

急増する可能性は低いと考えられる。ただ、都市計画区域

の縮小と廃止のどちらでも、今後の動向次第で検討すると

第一号 ① 52 17.7
第二号 ② 62 21.1
第三号 ③ 43 14.6
第四号 ④ 14 4.8
第五号 ⑤ 5 1.7

⑥ 51 17.3
⑦ 30 10.2
⑧ 37 12.6

294 100.0
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図２ 町村に指定されている都市計画区域の指定要件 
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表１ 区域縮小実績のある区域 

自治体名 区域名 区域縮小の検討理由 縮小時期

宮城県丸森町 仙南広域 人口減少 1981年3月

栃木県那珂川町 那珂川 人口動態や都市化の傾向 不明

長野県上松町 上松 都市化の動向を勘案 不明

長野県木曽町 木曽福島 都市化の動向を勘案 不明

三重県南伊勢町 南勢 人口減少 1969年1月

香川県小豆島町 内海 都市的土地利用の見込みが無い 1968年9月

香川県土庄町 土庄 都市的土地利用の見込みが無い 1968年12月

- 1088 -



公益社団法人日本都市計画学会 都市計画論文集 Vol.53 No.3 2018年 10月
Journal of the City Planning Institute of Japan, Vol.53 No.3, October, 2018

 
 

回答している自治体も一定数存在（縮小：23／38、廃止：

19／41）しており、今後も区域の縮小・廃止が生じる可能

性も否定はできない。 

2-5 廃止可能性都計区域の抽出 

 単独地域のうち、算出した平成32年の行政区域内人口が

３千人を下回る廃止可能性都計区域を抽出すると、全国で

10区域あることが明らかになった(7)(表２)。Ｈ27国調人口

が３千人を下回っている区域では、Ｈ32国調人口(予想)は

２千人代前半まで落ち込む区域もあると予想できる。 

 ただし、前述のアンケート調査で明らかになった区域指

定要件を併せてみると、新島・神津・三宅の３区域は都市

計画法施行令第二条第一項第四号(観光地要件)に基づいて

指定されており、廃止されることは考えにくい。また、高

野・太地・東洋の３区域は区域指定要件が不明であり、第

一号(１万人)や第二号(１万人予見)、第三号(３千人)によ

る区域内人口に関連した要件で指定されているとは断定で

きず、廃止可能性が高いかどうか判断できない。 

 以上の結果を踏まえると、都市計画区域の廃止可能性が

高いと考えられる区域内人口に関連した要件で指定されて

おり、かつ、人口減少率の高い若桜・川本の各都市計画区

域を詳細調査対象とする。さらに、前述したアンケート調

査で廃止を検討していると回答のあった南勢都市計画区域

も詳細調査対象に加える。 

 

３．廃止可能性都計区域の現状と課題 

 本章では、廃止可能性都計区域の土地利用規制状況や土

地利用の実態、開発動向、自治体の意向などを分析するこ

とで、対象領域の現状と課題を明らかにする。 

3-1 土地利用規制状況 

都市計画法以外の個別規制法に基づく強規制区

域(8)をみると、いずれの都市計画区域でも全体に

占める割合は少なく、土地利用規制の緩い領域が

大半を占めていることが明らかになった(表３)。

最も強規制区域の多い川本都市計画区域でも

75.8％が土地利用規制の緩い領域であり、いずれ

の区域でも都市計画区域が廃止された場合、都市

計画法以外の法令では土地利用規制が十分に担保

されているとは言えない状況で

あることがわかる。なお、若桜

町では若桜都市計画区域の周辺

に建築基準法第６条第１項第４

号に基づく区域（以下、４号区

域）が指定されている(図４)。

そのため、町の半分ほどの領域

では、小規模建築物の建築の際

にも確認申請が必要となってい

る。 

 従来は、都市計画区域マスタ

ープラン(区域マス)等で将来の

まちづくりの方向性を示してき

たが、都市計画区域を廃止した場合は都市計画区域マスタ

ープランを策定する必要性はなくなり、都市計画の方針を

提示することが難しくなる。実際に、３自治体（南伊勢

町・若桜町・川本町）ともに現状では町都市計画マスター

プラン(市町村マス)は策定しておらず、まちづくりの方向

性の提示は区域マスと総合計画に限られている状況にある。 

これまでに都市計画区域を廃止した事例では、都市計画

区域に代わる土地利用規制手法は導入されていない場合が

ほとんどであることが既往研究1)で示されており、今後都

市計画区域の廃止を検討する場合には、早い段階からどの

ように今後のまちづくりの方向性を検討し、提示していく

のか、自治体が検討しておく必要がある。 

3-2 土地利用現況 

 各都市計画区域内の土地利用現況(9)をみると、南勢都市

計画区域ではその他の農用地が最も多く、次いで低層建物

が多い(表４)。南勢都市計画区域は、他の２区域と異なり

4 18 15 1
0% 20% 40% 60% 80% 100%

開発動向に応じて 市町村の要望に応じて
住民からの要望に応じて 可能性はない
その他

N=38

区域縮小の検討可能性

4 13 1 22 1
0% 20% 40% 60% 80% 100%

人口動態などにおいて対応 市町村からの要望に応じて
住民からの要望に応じて 可能性はない
その他 N=41

区域廃止の検討可能性

図３ 区域縮小・廃止の今後の検討可能性 

No. 都道府県 区域名 町村名
区域
指定
要件

H22
国調
人口

Ｈ27
国調
人口

H22-H27
増減数
（人）

Ｈ22-Ｈ27
増減率
（％）

H32
国調

人口※

1 北海道 古平 古平町 1万人予見 3611 3188 -423 -11.7 2765

2 北海道 滝上 滝上町 1万人予見 3028 2719 -309 -10.2 2410

3 東京都 新島 新島村 観光地 2883 2750 -133 -4.6 2617

4 東京都 神津 神津島村 観光地 1889 1891 2 0.1 1893

5 東京都 三宅 三宅村 観光地 2676 2482 -194 -7.2 2288

6 和歌山県 高野 高野町 不明 3975 3343 -632 -15.9 2711

7 和歌山県 太地 太地町 不明 3250 3086 -164 -5.0 2922

8 鳥取県 若桜 若桜町 1万人 3873 3272 -601 -15.5 2671

9 島根県 川本 川本町 3千人 3900 3440 -460 -11.8 2980

10 高知県 東洋 東洋町 不明 2947 2583 -364 -12.4 2219

※H22-27の人口増減数とH27-32の人口増減数が同数となると想定した仮想人口

表２ 全国の廃止可能性都計区域 

農振法 農用地区域 14.0 7.3 33.5 8.3 280.7 4.4

国有林 900.4 14.0
保安林 0.7 0.4 16.8 4.2 782.8 12.1

自然公園法 特別地域 2.2 1.1
16.4 8.6 50.4 12.5 1561.1 24.2

175.1 91.4 352.0 87.5 4886.6 75.8

191.5 100.0 402.4 100.0 6447.7 100.0

都市計画区域名 南勢 若桜 川本

森林法
- -

※強規制区域は、各土地利用規制区域の重複を考慮して算出している。
※各区域の左欄は面積（ha）、右欄は都市計画区域全体 に占める割合(%)。

- -
強規制区域

規制なし

都市計画区域面積(ha)

表３ 各区域の土地利用規制状況 
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人口集積割合は低いものの、住宅等の低層建物は密集して

いる状態が保たれているといえる(表５)。自然的土地利用

が約７割を占めるが、３割弱は低層建物が占めている。 

 若桜都市計画区域は森林が全体の約６割を占めており、

低層建物などが約２割を占めている。自然的土地利用が約

８割弱を占め、都市的土地利用は一部にとどまっているこ

とがわかる。 

 川本都市計画区域も若桜都市計画区域と同様に、森林が

多くを占めている。都市計画区域自体が広いことも要因

として考えられるが、都市的土地利用がほとんどないと

いうことがわかる。 

 以上から、南勢都市計画区域が最も都市的土地利用が

あるが、区域内の約３割程度にとどまっており、いずれ

表４ 各区域の土地利用現況 

都市計画区域名

田 3 2.3 27 8.5 129 2.2

その他の農用地 60 45.5 12 3.8 85 1.5

森林 28 21.2 189 59.8 5234 89.8

荒地 3 0.1

工場 1 0.3

低層建物 35 26.5 55 17.4 129 2.2

低層建物(密集地) 2 1.5 10 3.2 11 0.2

鉄道 4 1.3 22 0.4

公共施設等用地 1 0.8 11 0.2

空地 1 0.3 7 0.1

公園・緑地 2 0.0

河川地及び湖沼 3 2.3 17 5.4 194 3.3

都市計画区域全体 132 100.0 316 100.0 5827 100.0

- -

※各都市計画区域の左欄はメッシュ数（個）、右欄は都計区域
全体 に占める割合(%)。

-

- -

-

-

-

南勢 若桜 川本

-

図４ 若桜町の建築動向 

赤松団地 

図５ 南伊勢町の建築動向 

表５ 各自治体の人口および面積 

町村名 南伊勢町 若桜町 川本町
都市計画区域名 南勢 若桜 川本
①行政面積(ha) 24189 19931 10643
②都市計画区域

面積(ha)
205 402 6736

②／①(%) 0.8 2.0 63.3
③町村人口(H22)(千人) 14.8 3.9 3.9

④都市計画区域内
人口(H22)(千人)

1.7 2.1 3.9

④／③(%) 11.5 53.8 100.0
※③町村人口はH22国勢調査、④都市計画区域内人口はH25
都市計画現況調査による。
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の都市計画区域も自然的土地利用が多く都市的土地利用は

ごく一部に限られていることが明らかになった。 

3-3 開発動向 

 各自治体内で平成22年度から27年度までに申請された確

認申請(10)から、建築動向を把握することで各区域の都市

化の進行状況(11)を分析する。 

(1)南勢都市計画区域 

 南伊勢町では、６年間で47件の確認申請があり、19件が

都市計画区域内、28件が都市計画区域外での申請であった

(図５、表６)。都市計画区域外では、幹線道路沿いでの申

請が多いものの、特定の地域に集中しているわけではない。

また、都市計画区域内外の申請ともに、各年度で10件未満

の申請数であり、建築行為が活発とは言い難い状況である。 

 ただ、都市計画区域外での申請数が都市計画区域内の申

請数を上回り、小規模建築物の建築等の際には確認申請が

都市計画区域外では不要であることを踏まえれば、実際に

は都市計画区域外の建築行為はもう少し多いと推察される。

加えて、南伊勢町は平成17年に旧南勢町と旧南島町が合併

して誕生しているが、都市計画区域外での建築行為は旧南

島町側で多い。 

(2)若桜都市計画区域 

 若桜町では、６年間で57件の確認申請があり、37件が都

市計画区域内、20件が都市計画区域外での申請であった。

若桜町の場合、前述したように町の半分ほどの領域に４号

区域が指定されており、可住地の大半では小規模建築物の

建築等の際にも確認申請が必要となっている。 

 都市計画区域外の20件の申請も大半が都市計画区域縁辺

部の平場に集中しており、都市計画区域周辺に集約された

市街地が形成されていることが読み取れる。都市計画区域

内の建築行為も幹線道路沿いに集中している。平成27年度

のみ都市計画区域内での建築確認申請数がそれ以前の２倍

以上に増加しているが、明確な理由は不明である(12)。 

 都市計画区域縁辺部の赤松団地で建築行為が集中してい

るが、この団地は町が分譲し、町営住宅なども整備(図４

右の写真)している。その意味では、計画的な市街地形成

と捉えることができ、一般的な都市計画区域外の無秩序な

開発とは異なっている。  

(3)川本都市計画区域 

 川本町では、６年間で52件の確認申請があり、50件が都

市計画区域内、２件が都市計画区域外での申請であった

(図６)。川本町は、都市計画区域が行政区域の約６割(都

市計画区域(6447.7ha)／行政区域(10643ha)＝60.6%)を占

め、他の２町に比べると都市計画区域面積比率が高く、平

場はすべて都市計画区域となっている。そのため、建築行

為のほぼすべてが都市計画区域内で生じている。 

 平成27年度のみ若桜町と同様に、都市計画区域内での建

築確認申請数がそれ以前の２倍以上に増加しているが、明

確な理由は不明である(12)。 

(4)まとめ 

 ３町の開発動向を比較すると、いずれの町も一定程度の

建築行為は認められるものの、開発許可申請がないことか

ら大規模な土地利用転換は生じておらず、自然的土地利用

から都市的土地利用への転換が進展している状況ではない

ことが明らかになった。このように、都市化の進行は鈍化

しており、持続可能な都市空間の形成には都市計画法によ

る土地利用規制だけでは十分でないといえるであろう。 

 また、若桜町や川本町は建築が比較的しやすい平場に都

市計画区域が指定されていることで、建築行為が集中して

いる。南伊勢町でも、旧南勢町側をみれば、同様のことが

いえる。一方で、都市計画区域外でも少なからず建築行為

があることも確認できた。ただ、都市計画区域の指定範囲

が非常に狭い南伊勢町では都市計画区域外の建築行為が多

くなり、指定範囲が広い川本町では都市計画区域外の建築

行為はほとんどないという違いが生じていることも明らか

になった。 

3-4 指定権者(県)の意向 

 都市計画区域の指定権者の意向をヒアリング調査(12)か

ら明らかにすることで、人口減少が確実視される中で都市

計画区域をどのようにまちづくりへ活かそうと考えている

のか分析する。 

(1)南勢都市計画区域 

 南勢都市計画区域では、平成20年ごろに町が県と都市計

画区域廃止の可能性を協議している。その背景として、人

口減少下で新規居住者を増加させようと取り組んでも集落

内は狭隘道路が多く、接道義務を満たすことのできない敷

地で建て替えができない事例が発生していることが挙げら

れた。また、東日本大震災以降には高台での住宅建築の要

望が増加しているが、集落内と同様に接道義務を満たせず

に建築を断念する事例が多いことも影響している。これら

について、たびたび町議会等で質問・要望が出されており、

町が県に対して相談した。 

 ただ、県は区域廃止ありきで議論するのではなく、まず、

町がまちづくりの将来構想を提示することが先決であると

の立場をとっている。その上で、区域廃止が必要であれば図６ 川本町の建築動向 
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その段階から協議を開始すればよいとしている。県は市街

地の防災能力の維持・向上という観点からも、接道義務を

満たせないことを動機とした区域廃止には当初から否定的

な立場を示している。 

 一方で、町はまちづくりの将来構想の必要性は認めつつ

も、予算や人員が不足している現状ではすぐに取り組める

状況ではないとしており、双方の意見は平行線となり具体

的な区域廃止の協議に進展しない状況となっている。 

(2)若桜都市計画区域 

 鳥取県では、平成の大合併後に米子市を中心とした鳥取

県西部地域、鳥取市を中心とした鳥取県東部地域の都市計

画区域について順次見直しに取り組んできたが、若桜都市

計画区域は他の都市計画区域と隣接していないこともあり、

特に見直しを考えているわけではない。また、町も見直し

を要望しているわけではなく、区域廃止の要望などもない。 

 加えて、町が発意し若桜町中心部の旧来の建築物等が残

る地区の伝統的建造物群保存地区としての選定を目指し、

調査を進めている。このことからも都市計画区域廃止を現

段階で考えていないことがわかる。 

 鳥取県では、建築基準法施行当時に若桜町に限らず県内

の市街化が見込まれる領域に４号区域を指定した。その後、

都市計画区域に指定されると同時に４号区域は廃止されて

いったが、若桜町では都市計画区域に指定されなかった領

域に指定されている４号区域が現在でも残っている。その

ため、今後の都市計画区域拡大などを意図した指定ではな

いことも確認できた。 

(3)川本都市計画区域 

 島根県では、鳥取県と同様に平成の大合併後の都市計画

区域再編に取り組んでいる。川本都市計画区域は人口減少

しているものの、町から区域縮小や廃止などの要望はなく、

県としては区域マス見直しに合わせて町と協議することと

している。 

 他方、松江市や大田市など、１自治体内に複数の都市計

画区域を有する自治体が複数あり、県としては当該自治体

の都市計画区域再編を優先して取り組んでいく方針である

ことが確認できた。したがって、町から特段の要望がなく、

見直しの優先度が高くない川本都市計画区域は基本的には

現状維持となっている。 

(4)まとめ 

 指定権者の意向をみると、いずれの区域も基礎自治体の

意向を重視し、尊重している姿勢が確認できた。若桜・川

本の各区域では、町からの要望は特に出ていないため、都

市計画区域の見直し自体も県が積極的に取り組む必要性が

ないと判断していることがわかる。 

 また、南勢都市計画区域では町は廃止を望んでいるもの

の、廃止ありきで議論することに県が否定的であり、双方

の主張は平行線をたどっている。ただ、県のまちづくりの

将来構想を策定したうえで議論すべきとの主張は、本来の

都市計画行政の在り方を示しているといえる。基礎自治体

側がそれを提示するだけの体力と技術を備えていないこと

が課題といえる。この点は従来から指摘されているが、人

口減少社会に突入し、より顕在化してきたと捉えることが

できる。 

 以上の分析内容から基礎自治体と都道府県の溝を埋める

方策の必要性が示唆される。都道府県は基礎自治体の構想

なき要望にどのように対応すべきか苦慮し、基礎自治体は

構想の重要性は理解しているものの、それを提示する余裕

を持ち合わせていない。また、どの区域でも都市計画法と

その他の規制・誘導方策を組み合わせて運用することなど

は検討していなかった。若桜都市計画区域では伝統的建造

物群保存地区選定を目指しており、まちづくりに都市計画

手法を用いようとしているが、川本都市計画区域は都市計

画手法を活かしたまちづくりの検討は後手に回っている。 

 

４．廃止可能性都計区域での都市計画のあり方 

前章までの分析結果を受け、人口減少時代の廃止可能性

都計区域における都市的土地利用の管理の課題とそれに対

する改善策を提示する。 

(1)都市計画区域指定要件の見直しの必要性 

 ２章で提示したように、本研究で対象とした町村に指定

されている都市計画区域を抱える都道府県では、積極的に

区域縮小・廃止を検討している事例はないことが明らかに

なった。実際にこれまでの区域縮小実績も７区域と少数に

とどまっていた。基本的には現状を維持する自治体が大半

であり、都市計画区域の指定権者である都道府県が主導的

に都市計画区域の縮小や廃止を検討している状況ではない

ことが明らかになった。 

 今後、中心市街地の人口三千人以上という都市計画区域

を指定する際の町村の要件を満たすことができなくなると

想定される廃止可能性都計区域は、３章で示したように、

都市計画法以外の法令に基づく土地利用規制は緩い領域が

多く、土地利用現況を見ても都市的土地利用が自然的土地

利用よりも少ない状況であることが明らかになった。また、

開発許可を伴うような大規模な土地利用転換は生じておら

ず、都市計画区域が指定されていながら良好な空間形成の

ための土地利用規制・誘導にうまくつながっていないこと

が示唆された。開発圧力が低い地方都市の町村では、都市

計画区域を指定しているだけでは、持続可能な都市空間の

形成につながっておらず、若桜町で確認できたような伝統

的建造物群保存地区指定などのまちづくり手法を積極的に

活用していくことが望まれる。 

 都市計画区域を維持していくためには、縮小や廃止の条

件フローを導入することが既に提案されている2)。ただ、

縮小や廃止を前提として考えるだけでなく、如何に都市計

画手法を活用できる領域を増やしていくか、ということも

考える必要がある。そのため、町村全域を人口に関係なく

都市計画区域に指定できる道筋も作っておく必要があると

考える。そのため、人口などによる町村の都市計画区域の

要件に加え、町村の空間計画の実現のために基礎自治体の

要望に沿って都市計画区域を指定できる仕組みを用意する
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必要があると考える。 

(2)町村の空間形成コーディネーター職の創設 

 3-4で明らかになったように、廃止可能性都計区域の指

定権者である県も現段階で都市計画区域の廃止などを検討

しているわけではなく、若桜・川本の各都市計画区域では

町からも区域縮小・廃止の要望はないことから、現状維持

となっていた。一方で、南伊勢町では県がまちづくりの将

来構想策定を求めていながら、町の予算や体制不足から前

に進まない状況が課題であることも浮かび上がってきた。 

若桜町では、伝統的建造物群保存地区の指定を目指して

いるが、これは都市計画手法を活用したまちづくりといえ

る。また、島根県では県内の都市計画区域再編が検討され

ているが、川本町は他の都市計画区域と隣接しておらず、

町からも特に要望がないため当面の検討からは除外されて

いた。このように、都市計画区域に関する事項は基本的に

都市整備担当部署のみで検討される。もちろん、他部局と

も調整は図られるはずであるものの、3-3でみたような低

調な開発動向であると持続可能な都市空間の形成が都市計

画のみで成立するとは言い難い。 

そのため、町村に部署横断的な空間形成コーディネータ

ーのような職種を配置することを提案する。これまで、町

村のまちづくり構想は企画部局が担当することが多かった

が、専門職を配置し自治体規模が小さいということを利点

と捉えることで、総合的な土地利用管理がしやすい体制が

構築できると考える。 
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【補注】 

(1)本研究では後述するように、単独の町村に指定されており、

平成32年の国勢調査で行政区域内人口が３千人を下回ること

が想定される町村に指定されている都市計画区域を廃止可能

性都計区域と位置付ける。 

(2)平成27年10月に45都道府県の都市計画担当部局に対して実施

した(回収率100%)。大分県と沖縄県には対象区域がなかった

ため実施していない。都市計画区域指定要件や区域の縮小・

廃止の検討状況などを問うた。広域都市計画区域の場合、町

村の行政区域部分に指定されている都市計画区域内人口が１

万人未満の区域を抽出している。 

(3)都市計画法施行令第二条第一項第一号(「当該町村の人口が一

万以上であり、かつ、商工業その他の都市的業態に従事する

者の数が全就業者数の五十パーセント以上であること」)と第

三号(「当該町村の中心の市街地を形成している区域内の人口

が三千以上であること」)を満たすことができない区域で廃止

の検討がされる可能性が高いという前提に基づき分類基準を

設けた。 

(4)都市計画法第五条第二項に基づく区域指定を指す。 

(5)上小阿仁都市計画区域が平成26年７月１日に廃止された。平

成25年度都市計画年報では記載があったが、区域廃止が平成

26年３月19日の第170回秋田県都市計画審議会で可決されてい

る。 

(6)アンケート母数は45都道府県であり、区域縮小を検討した実

績がない40都道府県(表１の５県以外)は、38都道府県が今後

の区域縮小意向の設問に回答し、２県が未回答であった。一

方で、区域廃止を検討した実績がない43都道府県(秋田県と三

重県以外)は、41都道府県が今後の区域廃止意向の設問に回答

し、２県が未回答である。 

(7)平成22年から平成27年までの人口増減数が、平成27年から平

成32年までの人口増減数と同数と想定して、平成32年の行政

区域内人口を便宜的に算出した。その上で、都市計画法施行

令第二条第一項第三号では、「当該町村の中心の市街地を形成

している区域内の人口が三千以上であること」と規定されて

いることから、平成32年の行政区域内人口が３千人を下回る

場合は都市計画区域指定の維持が困難と考え、抽出した。 

(8)農業振興地域の整備に関する法律に基づく農用地区域、森林

法に基づく国有林、保安林、自然公園法に基づく特別地域、

特別保護地区、自然環境保全法に基づく原生自然環境保全地

域、特別地区のことを指す。ただし、自然環境保全法に基づ

く規制区域と自然公園法に基づく特別保護地区は、南勢・若

桜・川本の各都市計画区域内では指定がなかった。国土数値

情報のデータから集計している。 

(9)国土数値情報の都市地域土地利用細分メッシュデータを用い

ている。 

(10)各自治体内の敷地が申請地となっており、確認済証交付年月

日が当該年度のものを建築計画概要書より抜粋した。 

(11)３町内で平成22年度～27年度の間に申請された開発許可はな

かった。このことから大規模な土地利用転換は生じていない

といえる。 

(12)三重県(平成29年２月)・南伊勢町(平成29年２月)・鳥取県

(平成29年５月)・島根県(平成29年２月)に対してヒアリング

調査を実施した。 

 

【参考文献】 

1)佐藤雄哉･松川寿也･中出文平･樋口秀(2013)｢都市計画区域を廃

止した区域の経緯と課題に関する研究｣都市計画論文集 No.48-

3,pp.759-764 

2)稲越誠･松川寿也･中出文平･樋口秀(2017)｢人口減少下での今後

の都市計画区域のあり方に関する研究｣都市計画論文集 No.52-

3,pp.1116-1123 

3)眞島俊光･川上光彦･埒正浩･片岸将広(2011)｢市町村合併による

都市計画区域の再編と隣接都市間の土地利用規制の広域調整に

関する考察-石川県白山市･能美市･小松市を事例として-｣都市

計画論文集 No.46-3,pp.301-306 

4)坪井志朗･鵤心冶･小林剛士･樋口秀(2016)｢県境を跨いだ広域都

市圏の土地利用動向に関する研究｣日本建築学会学術講演梗概

集,pp.69-72 

- 1093 -




